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【坂 内所長】本 日は、お時 間を頂 き有難 うござい ます 。佐波相談役 には
当研究所の顧 問をお願 い してお りま して何か とお世話 になって います 。
まず 、日米経済協議が不調 に終わ り、アメ リカが 「スーパー301条 」
の発動 を示唆 したこ とか らお話 しを伺いたいのですが 。
【佐波相談役 】アメ リカ国 内におけ る諸問題 の反映の ひとつの結果だ と
思い ます 。日本 に対 して強 い姿勢を とる とい うクリン トン大統領の基本
姿 勢の現れですね 。301条 に関 しては 、アメ リカ国 内にも、ヨーロ ッ
パ で も批判が ない訳で はないが 、日本 としては、これ をひ とっの機 会 と
して とらえ 、景気刺激の一方策 として、規制緩和 などの努力する必 要が
ある 。平岩 レポー トにも出てい ます が、長 い間かか って 、まだ思 ったほ
ど規制緩和が進んでい ないです ね。 これ を進めて市場 を開放 し、新 しい市場 を形 成 し、新 しい産業
をお こ してい くことが 大切 と思い ます 。
【坂 内】 アメ リカは 日本がオープ ンでない と言 ってい ますが 、特 にどのよ うなポ イン トを … 。
【佐波】 アメ リカの商 工会議所 の レポー トによれば 、日本は諸手続 きが複雑である 、とい うのがひ
とつですね 。ただアメ リカもコ ンピ ュー ターであ るとか 、政府調達である とか 、必ず しもオー プ ン
で ない もの もある と思 いますね 。
【坂内】最近アメ リカの経済 、産業界が順 調 にな って きている模様ですが 、ど
の ように ご覧 にな っていますか 。
【佐波】 アメ リカは 、自国の産業 の競争力強化 のため、 リス トラをさかん にや
りました 。余剰 人員の整理であ る とか 、設備 投資をや るとか 、また生産技 術の
面で 、日本か ら多 くの ものを学ぶ とか 。それか らもうひ とっは 、もともとアメ
リカが強 いソフ トウ ェア産業が大 きなウエ イ トを 占めるようになって きま した。




アメ リカ得意 の ソフ トウ ェアの方へ市場が シフ トして きています 。世界的 にも 「ハー ドか らソフ ト
へ」 とい う流 れがあ りますが 。他 にアメ リカ得 意の分野 として は、エ ンタテ イメ ン トビジネス とか
マルチメデ ィア もあ ります ね 。そ の結果 、最近 アメ リカの競争力が とて も強 くな ってき ました 。ア
メ リカは相当 自信を高 めてきて い ます 。
【坂内】一方 、日本 は … 。
【佐波】 日本 は昭和40年 代か ら企業の競争 力が強 くな って きま したね 。その条件 として、世界全
体が経済の成 長過程 にあ って 、日本の量産技術 がそれ にマ ッチ した 。品質 がよ く、価格 が安 く、納
期 をち ゃん と守 る 。そ のようななかで 、半 導体 、自動 車などが世界一 にな った 。しか し、ここにき
て ひとつの転機 を迎 えている 。レバー コス トが どんどん高 くな り、世界の最高 レベル に達 した 。さ
らに労働 時間短縮 もあ る。他 に急激 な円高 、環 境問題 、高齢化対策 などの社会的 コス トも増大 して
きている。世 界的にみ ても、高い成長率は見込 めないなかで 、製造業が多 くの利益 を出す ための努
力 をす る ことで 日本の経済 を支 えていかなければいけない。とうてい今 までのよ うなや り方で はや
っていけな くな っている。高度成長が終わ り、これまでの多量 生産では無理 です 。消費者のニーズ
が多様化 してお り一、多品種生産 をや る必要が ある。こうなると新 しい設計 費 とか営業費が必要 にな
り経 費が 直接費 か ら間接費ヘ シフ トして くる。現在 、直接費は全体 の数パ ーセ ン トにす ぎませ ん 。
環境 問題 を考 えると リサ イクルで きる ものへの移行 も考 えなければな らない。こう した 、非常 に矛
盾 した問題 をかか えなが ら、製造 業はや っていか な くてはいけない。こうな って くる と、日本 の製
造業 は、よ り付加価値 の高い ものへ移 って行か なければな らな くなる。例 えば情報 ・通 信 に加 え 、
新素材 、バ イオテ クノロジー もそ うですね 。それか らエネルギ ーなど。今 までの ものは 、途上 国の
ユ へ技術移転するとか生産移転をして、そこから輸入する。ここで空洞化の問題が出てきますが、
これ を避 けるには 、よ り高度 の技術 開発が必要 にな って くる。 日本経済は物 を作るのが基礎ですか
ら日本の政府 も企業 も研究 開発 に今 まで以上 に一層力 を入れ なけれ ばならない 。非常 に独創的 な技
術 とか商品を生み出す よ うな 、科学技術力 を養 っていかなけれ ばな りませんね 。
【坂 内】 ソフ トと言えば 、私共の 分析では最近 アメ リカか らの ソフ トに係 る技術輸入件数が急激 に
伸びて来 てい ます 。他 の技術(ハ ー ド)は 完全 頭打ちですが … 。
【佐波】アメ リカのソフ トは相当強 く、日本か らの支払 いも増 えて きている と思 います 。エ レク ト
ロニ クス もいい 。ベ ンチ ャー ビジ ネスも多 く、成長 してい る企業 も多い。アメ リカにはベ ンチ ャー
が育つ環境が あ りますね 。独創性 をもった人を受け入れ る環境があ る。アメ リカの大学 卒の就 職先
で もベ ンチ ャー企業へ行 く人が増 えて きています 。 日本は これか ら、教育 とか社会 とか少 し変 えて
いかない と新 しい競争がで きな くな ってきます ね。
【坂 内】私共の研究所で 、(米)MITの 卒業生 、(日)東 大工学部及び東工大卒業生 約1000
人つつ にアンケー トした ことがあ ります 。 日本 の場合70%は 大企業 に就職 している。アメ リカは
大企業 もあるが中小企 業への就職 が実 に多 い。起業家 になる率 も日本 の5～6倍 でアメ リカの活力
を感 じま した 。
【佐波】 アメ リカには従来 フロ ンテ ィアスピ リッ トがある 。日本 は横並び社会です からね。
【坂内】その異 質の社 会間で の企業協力が出来た ときは面 白いですね 。
【佐波】少 し前 に、日米の企業間 の技術協力 について調べ たこ とがあ ります 。そ れによ ります と、
日米の企 業双方 ともに、これか らの国際社会を考えた場合 、日米の企業間の協力 は不可欠であ ると





新商品の開発 につなが る こと 、開発期間が短縮 で きる、コス トが節約で きること、などが上げ られ 、
逆 に問題点 としては 、コミュニケーシ ョンの不 足 によ りかえって開発 に手間がかかる、共 同研究 に
よ って 、契約 にない ものが リー クす る、将来の競争相手 を作 って しまう、法律上 の問題 、などが上
げ られ ま した 。技術協 力のメカニズム と しては 、技術 ライセ ンス、委託研究 、共 同研究 、人材交流
などがあ ります が 、次 のようなこ とを注意 する必要が あろうといってい ます 。目的 につ いて、 日米
双方の企 業が コンセ ンサスを得 ること、契約をは っきりしてお くこと、手 順の取 り決め を してお く
こと、適切な人材を双 方か ら入れ ること … 。
【坂内】 さて 、人材問題 につ いてですが。
【佐波】初等教育か らや らないと駄 目です ね 。モ ノ作 りに興味 をもたせる環境作 りとか 。高学年 に
な ると理 科嫌 い になるのは困 りますね 。若者 の科学技術離れ に真剣 に取 り組 まない と、 日本の将来
に問題 を残す ことにな ります 。それか ら、もっと論理 的考え方 、論理的発表 の訓練 を しな くてはい
け ませ ん。 これ も初等か らや る必要があ ります ね。
【坂 内】 この問題 は 、どう して も受験制度 にぶ つか りますね 。
【佐 波】入学試験 にも問題があ ります が、大学 の教育制度 にも問題 はあ ります 。企業を含めて全体
で考 える必要が あ ります 。
【坂 内】科学技術会議で も人材問題 を取 り上げ てい ますが 、色々な ところに色 々な難 しい問題 があ
りますね 。それか ら最近は 、外国人労働者の問題 もでて きてい ますが 。
【佐波】 この問題は非常 に難 しいですね 。どこの国 も難 しい と思 う。ただ 、日本の労働 力は不足 し
ていると言われている一方 、余 ってもいる。失業率が3%で す か。会社 によっては 、企業 内余剰労
働力が コス トを圧迫 している 。日本 の場合 、ホ ワイ トカラーの生産性が とて も悪 い 。全体 でみ る と
アメ リカよ りも生産性 が低 い 。需給 の ミスマ ッチですね 。日本ではいわゆ る3Kを 避 けて きれ いな
方へ移 っている 。3Kの 方を外国人労働者が担 う訳です 。そ うでは なくて 、3Kを な くす努力が必
要だ と思 います ね 。需 給の ミスマ ッチ については 、国 と企業の双方の努力が必要 です 。再教育 、再
訓練な どで 、幅をせ ばめてい く必要があ ります 。企業 は工場 を閉鎖す る場 合 、他部門 にシフ トした
りする 。国 も同様 の努 力をす る必要があ ります 。労働 力の流動性を高める ということで 。
【坂内】高齢化社会へ の移行 とい う深刻 な問題 もあ ります 。
【佐波】 国 も企業 も熟年労働者の有効な活用 とい うこ とを真剣 に考える必要があ ります 。フレ ック
ス タイムを もっと活用す るとか 。熟年者 は 日本 の財産 です 。青年海外協力隊 と言 うのがあ りますが 、
熟 年協力 隊 と言 うのが あ って もいい と思 います 。働 きたい と言 う人はだ くさんい るのですか ら。
【坂内】生 きが いを持 って貰 うと言 う点か らもいい考 えだ と思 います 。次 に、テ クノロ ジー トラン
スフ ァー の話 にな りますが 、多種 多様 なアジアへのT.Tは どのよ うに対応すべ きとお 考えですか 。
【佐波】技術移転 は、 ドキ ュメ ン トとかライセ ンスとか図面 とかには限 りません 。日本 はアジアの
国々に行 き、現地生産 を して きた。 これが 、日本 の技術移転 の特徴ですね 。このや り方 は途上国に
とって資す るところが大 きいです ね 。
【坂 内】 かつての 日本 は、 ドキ ュメ ン トとか図面だけでや って きたんですね 。
【佐波】現場主義 といい ます か 、日本 は現地 に行 ってやる 。また、 日本は 、技術移転 について欧米
よ りおお らかですね 。こうい うことで 、アジアの成長度は とて も高 い。日本のや って きた貢献 のひ
とっです 。また 、日本 にとって も市場が増 える とい うことにな ります 。ア ジア地域 は とくにソフ ト
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ウ ェアが強い とい う特 徴も持 って いますね 。中国系、イ ン ド[フ ィリピンなどは教育が進 んで いる
ので 、ソ フ トウ ェアに とても向い てい ます 。経 団連 の 日本国際協力機構で ソフ トウ ェア会社 をっ く
り、彼 らにや っていただいたが 、非常 に優秀で した。
【坂内】最後 に、政策 研へ のア ドバ イスな どご ざいま した らお伺い したいのです が 。
【佐波】 ク リン トン政 権は、科学技術 に非 常 に力 を入れています 。例 えば 、スーパ ーハ イウ ェイ構
想 などですね 。日本 の場合 、昨年 、細川政権がで きた訳ですが 、科学技術政策 に関す る具体的 なこ
とが何 もない 。日本 の将来 を考 える としっか りと日本の科学技術 を育てて い く必要 があ ります 。科
学技術会議で もい ろいろ と答 申を出 してい ます が 、もっと予算であ る とか 、国の政策とかで何 か直
接反映 させな くては と思いますね 。是非 この点 、科学 技術政策研究所 に貢献 してほ しいですね 。
【坂内】'当研究所 の レポー トもいろいろと科学 技術会議 で活用 され た りしてお りますが 。お話 しの
点 につ きましては貴重 なご助言 として受け止め 、なお一層努力 して いきた いと思います 。本 日はい
ろいろと有益なお話 しを して頂 き、大変あ りが とうございま した。
(メモ)佐 波 正一(さば しょういち)
(株)東 芝 相談役
経済団体連合会 評議員会 副議長
1.科 学技術政 策研究 所主催rASCAセ ミナー」開催報告




最近 の新 聞紙上 にも幾度か登 場 したので、 ご存 じの向 きもい られる と思 うが 、rASCA」 とは 、
「アジア科学協 力連合 」(theAssociationforScienceCooperatioRinAsia)の略で 、1970年に設
立 された 、国際 組織 の ことで ある。アジア地域の科学 技術政策 、研究開発計画等 についての情報交
換 、共通関心領 域の明確化 、域 内各国間の科学 技術協力プロジ ェク トの推進方策 の検討 など、域 内
諸国間の科学技 術協 力の推進強化 を 目的 と して いるものだが 、ASCAセミナーは 、日本が そのASCAへ
の協力活動の一 つ として1976年以 降ほぼ1年 に1回 のペースで主催 して きた ものである。 これ まで
のASCAセミナーは 、初 回の 「高収量品種(水 稲)に 関するセ ミナー」 とい うタイ トルに 良く現 われ
てい るよ うに、特定 の科学技術課題(例 えば 、住宅供給 、金属腐食防止 、風水害対 策な ど)に 焦点
を当てた 内容の もので あ ったが 、今回のセ ミナーのテーマは 「科学技術 と地域技術革新」であ る。
技術革新や地域 経済 開発のための科学技術政策の重要 性が国際 的に認知 されて きている ことを踏 ま
えてのテーマ設定 で 、これまでの もの とは趣を ことに している。また、ア ジア というエ リアを舞台
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に して技術革新 のための科学技術政策が議 論 されるの も初 めて の ことであ る。
さて こ予備知識 は これ くらいに して 、セ ミナー の中身を覗 いてみ る ことに しよう。
2)15ヶ国1国 際機 関 か ら21名の 発 表 者
今 回 の セ ミナ ー は 、3月17日 か ら18日の2日 間 にか け て 、埼 玉 県 大 宮 市 の 「大 宮 ソニ ック シテ ィ国
際 会 議室 」 にお い て 開 催 した 。前 述 の とお り、 メイ ンテ ーマ は 「科 学 技 術 と地域 技 術革 新 」 で あ っ
た が 、 「技 術革 新 の マ ネ ジ メ ン ト」(ManagementofTechnologicalChange)と「人材 開 発 とそ の
マ ネ ジ メ ン ト」(DevelopmentofHumanResourcesanditsManagement)の2つのセ ッシ ョンが設
け て あ り 、基 調 講 演3本 を含 んで21名の 発 表者 によ る プ レゼ ンテ ー シ ョン とデ ィス カ ッ シ ョンが 行　 へへ
われた 。
発表者は 、ア シ ョク ・ジ ャイ ン(イ ンド、国立科学技術 開発研究所(NISTADS)所長)、 ジ ョンD.
ベル(豪 、産業技術地域開発省 首席科学顧問兼 次官補)、 石 田名香雄(東 北イ ンテ リジ ェン ト ・
コスモス構想推進協議会会長)、 カマールH.ア ーメ ド(UNIDO(国連工業 開発機構)人 材開発局人
材開発企業 開発課課長)等15ヶ 国、1国 際機関か ら計21名にのぼ り、各国の政策の現状 や特質、課
題 等の報 告 とともに、イノベー シ ョンのメカニ ズムや科学技術 政策のフ レームワークに関す る知見
の報告が なされ た。デ ィス カ ッシ ョンでは 、研究 ・技術開発の商業化(CommercializationonRes
earchandTechnologyDevelopment)や技術革新の加速化(AccelerationofInnovation)、頭脳
流 出(BrainDrain)の問題が主 に議論 された。
今 回のセ ミナーでは 、同 じ言葉 を使 っても、参加者(国)に よ って意味す るところが異 なるとい う
こ とが幾度か発生 したが 、そのこ とは、同時 にこの アジア地域 が抱 えてい る大 きな問題 の一つを垣
間 見せて くれる こととな った 。以 下にその例をい くつか示す 。
「地域(region)」
今 回のメ インテーマ には 、 「地域技術革新(regionalinovation)」とい う言葉が入 っているが 、
この 「地 域」 とい う言葉が参加者 によ って意味が異な っていた 。 日本やオース トラリア 、中国など
で は、国の中の県や 州 、省 といったよ り小 さな地域を指 してい たが 、他の比較的規模 の小 さい国で
は 、国その ものの経済 開発 、技術革新 に向けての国家 の科学技術政策 を意 味 している ところが 多か
った 。ただ 、 「地域」 という言葉が どのエ リアを指す に して も、そ こには共通のメカニ ズムが 存在
しているはず であ り、それは相互 に応用可 能である 、との主張 もあ った 。
_工研究 ・技術 開発の商業化(CommercializationofResearchandTechnologyDevelopment)」
研究 開発 活動 というと、先進国の間では通 常 、新製品 開発や新 しい製造プ ロセスの開発 を意味す る
が 、ある発展途上 国で は、大半の企業が 、故 障対策の ための研究開発(troubleshootingR&D)や
改 良改善のための研究開発(improvementR&D)の段階 にあ り、商業化のための政策 を考える際 には、
企業ニーズ の掘 り起 こ しか ら行 う必要が あるとの報告があ った 。一 方 、輸送通信技術の発達等 によ
り、世界 はもはや一つの市場 とな ってお り、発展途上国 もイノベ ー シ ョンの加速化競争 に既 に巻 き
込 まれて いるが 、その ことは逆 に発展途上国の飛躍のチ ャンスの一 つにもなるとの主張 もあ った 。
「頭脳流 出(BrainDraiR)」
発展途上国 にお ける 「頭脳 流出」 は 、人材が海外へ流出する 、海外 で技能 ・知識 を修得 した人材が
帰 って こない 、あ るいは帰 って きて も官僚化 して しまい 、技 能 ・知識 を本 当に必要 とす る場所 にそ
の人材が配置 されない 、とい うこ とだが 、先進 国では 、もう一 つの 「頭脳流 出」があ り、人材が別
＼ の分野 に転出 して しま う(理 工系離 れ、製造業 離れな ど)と い う現象があ るとの報告が あ った 。
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3)共 通 の土俵づ くりを 目指 して 、セ ミナーの継続開催 を
今 回のセ ミナー は、上記のよ うにクライテ リアや定義が 明確化 されていない ことによ って議論が集
中 しなか った という側面 もあ ったが 、各参加者 か らは、地域技 術革 新 についてアジア各国の情報や
経験 を交換す る機会は これ までな く、各国の政 策をモニ タリング し、自国及び他国の政策 を評 価 し
てい くためにも 、共通 の認識の形成 と継続 的な ミーテ ィングの開催 が重要 との声が相継 いだ 。
具体 的には、セ ミナー後 にもたれた ミーテ ィングで 、今後2年 ごとにテーマをあ る程度絞 った形で
のセ ミナーの継続開催 を 目指す ことで合意 が得 られ、現時点でのASCAの議 長国で あるフ ィリピ ンに
具体 的なテーマ の絞 り込みの検討 を依頼す るこ ととされた 。
アジア地域 とい う舞台での新 しいデ ィスカ ッシ ョンの場 、今後 の展 開をご期待 くだ さい 。
発 表者 リス ト
Session1技術 革 新 の マ ネ ジ メ ン ト(ManagementofT㏄㎞010gicalChange)
・基 調 講 演
仇 酬 金治1躰1科 学技徽 鰯 究所 総括主任研究官
中小企業における技術革新マネジメントと地域技術革新
D。アシ。久 ジヤイン レ ンド1殿 科学技術醗 磯 所 願
地域開発のための社会システムにおける技術革新 ネットワーク
・プ レゼ ン テ ー シ ョ ン
D。ジ㌍ ジ ・F・スチュアート1ニ ュージーランド1融 ・科学技㈱ 雌 醐
技術革新 に対する政府 の政策及び他 の影響:ニ ュージーラン ドの経験から
肱 フランシスコ・Pワ ェリザー・。レ イ1パン1科 学揃 省 醗 故轍 び企画担当次官
フィリピンにおける技術革新マネジメン ト:現状 と課題
D。アヌ、・ップ.ティヲラ。プ レ イ 一 国獺 発蹴 所 科学撚 醗 力 グラム・額 研究員
発展途上国における民間研究開発に対す る政策:タ イのケース
厄 シャムスル 宋 ム・・マ隠 ゾフト レーシア}科 学繍 環難 科学技縦 筆鰍 長補佐
科学技術 開発のメカニズムとしての 「重点研究強化プログラム」σRPA)について
D。ジ。ンの.ベル レ ーストラリア1産 業技徽 棚 発省 醜 科学綱 索次官補
オース トラリアにおける地域の共同研究活動 と技術開発に関す る政策
蹴 、・一 リーツ。1帽1中 国科撒 術促進鰻 硫 恥 搬
中国における科学技術成果の商業化:その傾向と課題と政策
品 ジ。コ・臼 ノ レ ンドネシア1科 学撚 開発解舵 ンタ一服
インドネシアにおける科学技術マネジメン トのための情報システム
D£マイ ・ハ1ベ トナム1国 立自然科学技術センター 科学情報研究所副所長
ヴェ トナムにおける地域開発 と科学技術
肱 繊 麗1躰1埼 玉県商工纏 難 策課 工業立地係長
埼玉県における先端技術産業の立地動向
隔 スン・ユーリン1帽1帽 科学院 轍 政策 ・髄 科醐 究所 助搬
地域における産品規制とその改革を進めるうえでの中央及び地方政府の役割
lD把オスマン・アリ1バ ングラディッシュ1科 学技術者 科学技術顧問
バングラデシュにおける研究開発成果の商業化:そ の課題と科学技術の役割
肱 山本長吏 ㌧小ψ康文1日 本1科 学技術政策研究所 特別研究員
研究開発技術開発と地域技術革新に対する社会システムの重要性
肱 コー ・勅'エ ン レ ンガポール1国 家科学摘 縫 企画政酬 長、インフラ整備緩
経済的に適切な研究開発を推進するためのフレームワーク
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Session2人材 開 発 と そ の マ ネ ジ メ ン ト(DevelopmentofHumanResourcesandiGManagement)
・基 調 講 演
D。砧 縫 雌1躰 已北インテリジエンド コスモス縮 機 臓 会 会長
地域技術革新 におけるコーディネーター とキーパーソンの役割
・プ レゼ ンテーシ ョン
肱 カマー、・.Hワ ーメドIUNID。(国 連工端 発機劇 入端 発馬人材醗 企麹 発課綴
人材開発:発展途上国が直面している現実と今後の取り組み
伽 ⇔ ンジャン・ラマザミー レ リランカ1縫 科学磯 所ライフサイエンス課長 飾 エネルギー公社醒
スリランカにおけるバイオテクノロジー分野の科学技術人材開発
屹 ♪ンワ アン1中 国{帽 科学院 搬 雌 ・管翻 字硫 所 膀
科学技術分野 における人的投資:中 国のポス トドクター制度のケース
ル丘 ミアン・5・アスラム1パ キスタン1在 日パキスタン大使館 技術公使
パキスタンの技術政策
Dれキム ・ユン ・クー1韓 国1科 学技術政策研究所 所長
産業化 と人材開発:韓国の経験
1[.最近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
・ 「科学技術が人間 ・社会 に及 ぼす影響 に関する調 査委員会」の第4回 会合を3月11日 に開催
した 。この委員会 は、科学技術会議第18号 答 申を踏まえ、人間 ・社会 にとって望 ま しい科学技
術の展開方向 を明 らかにす るた めの基礎資料 を得 る ことを 目的と してお り、今 回は、昨年末 に一
般国民 を対象 に実施 したア ンケー ト調査 の結 果を踏 まえ、報告書 の取 りまとめ方針等 について検
討を行 った 。
・ 「第1回 地球環境保全技術の進歩 に関す る調査研究会」 を3月23日 に開催 した。本研究会は 、
今後 アジア諸 国等で導 入が期待 されるエネル ギー利用や排煙処理等の地 球環境保全の ための技術
について 、経済 的評価 も含 めて 、その導入効果 を明 らか に しよ うとする もので ある。今 回は、調
査研究 の進 め方や対象 とすべ き技術の選定方法等 について議 論を行 った。
○講演 会等
3/15(火)「 日産 アルテ ィマの開発」
村 田 薫(日 産 自動車(株)テ クニ カルセ ンター主担)
[講演要 旨]
日産 は本 田のアコー ド、 トヨタのカム リに次 いで1992年にアル テ ィマ の米国産化を達成 した 。
開発 は 日本のテ クニ カルセ ンター と米 国の 日産デザ インイ ンターナシ ョナル 、 日産 リサーチ&
デ ィベ ロ ップ メン ト、北米 日産 の各社で 行い、開発の初期 か ら現地部品 メー カーや工 場 と原価を
つ くりこんで い く原価企画 活動 をすす めた。生産で は開発中の車 を米国 日産製造の新 工場 、新組
織で行 う とい う課題があ り、現地 の労働慣習 を尊重 しなが らコンカ レン ト ・エ ンジニヤ リングな
どを教育 してい った。 また 、販売 は米国 日産で行い 、米 国人社長 のもとにマーケテ ィング、販売
企画の現地化 をすす めた 。その結果 、アルテ ィマの現地化率 は70%に達 し、販売実績 を大幅 に伸ば
した 。このよ うな実績が得 られたのは、米国人が旺盛な勉強意欲 を持 ってお り、与え られた仕事
に対 して効率的 に働 くためであろ う。
3/30(水)FTechnologyTransferinJapan-IssuesforResearchJ
レ オ ナ ー ド ・H・ リ ン(一 橋 大 学 客 員 教 授)
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⊂講演要 旨]
この講演では 、日本 にお ける技術導入の特 質が 、国際比較 の観点か ら論 じられた 。政府の役割 、
組織 間の連携 、お よび技術者の個人的要 因な どの側面 にっ き、LD転 炉やポ リプロピ レン等 の導
入事例 に則 して 日米 間の差異が検討 された』特 に、 日本 にお いては1950～60年代 に通産省が選択
的に技 術導入 を促進 し、導入契約をめ ぐる利害調整 の機能を果た した こと、総合商社や系列 グル
ープ 内の企業間関係 によ って技 術情報 の流通が促進 された こと、また 日本企業 の技術者はジ ョブ
・ロー テー シ ョンや長期勤 続の慣行によ って 、米国の技術者 よ りも組織 内の専門情報 に精 通す る
とともに、米国 と同様 に他 企業 の情報 に接触す る機会 も持 っていること、等が指摘 された。
盟.そ の 他/OtherTopics
○成果 物の発行案内
・調査 研究資料No .37外 国技術導 入の動 向分析 一平成4年 度 一 情報 システ ム課
本資料は 、平成4年 度分 の 「外国為替 及び外国貿易管理法」 に基づ く報告書等 を取 りまとめ、
技術分類別 、産業 分類別及び国別等 に集 計 ・分析 したもので ある。なお 、本資料 の発刊 につ いて
は 、4月 に大蔵省 印刷局よ り、発行 ・販 売が 予定 されてい る。
○海外 出張
3/24～3/29坂本 第4調 査研究 グループ総括 、上席研 究官
中国上海市 におい て、上海市 環境保護 局 、上海市環境科学 学会 、(社)産 業環境管理協会主催
で開かれ た 「燃焼改善 、省エネ 、産業公害対策 ワー クシ ョップ」 に参加 し、アジアの地球環 境問
題 に関す る講演 を行 った 。上海 市(1,300万人)の 水 質 、大 気、廃棄物処理等問題 は、著 しい経済
活動の拡大(経 済成 長率14%)に伴い深刻化 して いるが 、その対 策は立 ち後れて いる 。
○ 人事往来/Staff
4月1日 付けで 、情報システム課 小室信三 氏が 日本科学技術 情報セ ンターへ転出 し、後任 に
は同セ ンターか ら、前田義幸 氏が着任 しま した。
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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